
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当期純利益  69,195,664円  

 

 

 

 
 

  

貸 借 対 照 表
（平成31年3月31日現在）

2,169,291,336 円 2,043,157,507 円

719,797,701 866,116,598

550,000,000 39,130,997

380,096,044 2,076,904

825,978 4,099,200

380,004,420 924,973,824

15,697,131 100,696,245

122,870,062 104,071,539

283,026,822 1,992,200

79,281,311 2,043,157,507

60,663,527 409,160,651

18,617,784 100,000,000

34,000 100,000,000

34,000 100,000,000

203,711,511 209,160,651

127,521,915 209,160,651

48,489,596 209,160,651

29,940,000 409,160,651

△ 2,240,000

2,452,318,158 2,452,318,158

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 投 資 等

繰 越 利 益 剰 余 金

資    産    合    計 負債および純資産合計

貸 倒 引 当 金

純　資　産　合　計

電 話 加 入 権 資 本 準 備 金

投資その他の資産

有 形 固 定 資 産 負    債    合    計

建 物 株 主 資 本

器 具 備 品

差 入 保 証 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

前 払 費 用 預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 そ の 他 流 動 負 債

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

旅 行 前 払 金 旅 行 前 受 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 営 業 未 払 金

預 け 金 未 払 金

営 業 未 収 金 未 払 費 用

資          産          の          部 負  債  お  よ  び  純　資  産  の  部

科               目 金               額 科               目 金               額

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

株式会社近畿日本ツーリスト中国四国



 

 個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は

財務内容評価法で計上しております。なお、一般債権については貸倒実績がないため、引当金は

設定しておりません。

(2) 賞与引当金

　従業員賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を計上して

おります。

３．収益の計上基準

　自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等の

代理販売については発券時に計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

　 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。

（表示方法の変更に関する注記）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当事業

　年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の数

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　平成30年６月14日の定時株主総会において次のとおり決議しております。

10,356千円

利益剰余金

2,589円

平成30年３月31日

平成30年６月15日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　令和元年６月12日の定時株主総会において次の通り決議を付議する予定であります。

　 55,356千円

利益剰余金

13,839円

平成31年３月31日

令和元年６月13日

配 当 金 の 総 額

配 当 の 原 資

１株当た り の配 当額

基 準 日

効 力 発 生 日

増加株式数 減少株式数 株式数

１株当た り の配 当額

基 準 日

－ 4,000株

株式の種類
当事業年度期首の 当事業年度の 当事業年度の 当事業年度末の

株式数

効 力 発 生 日

配 当 の 原 資

普通株式 4,000株 －

配 当 金 の 総 額


